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ＴＰＰ協定の大筋合意を踏まえた県内農林水産物への影響について

ＴＰＰ協定の大筋合意を受け、県内農林水産物への影響について分析しましたので、

お知らせします。

お 知 ら せ



 

 

 

 

ＴＰＰ協定の大筋合意を踏まえた 

県内農林水産物への影響について 
 
 
 
       
  ＴＰＰ協定の大筋合意を受け、この度、国の影響分析結果や本県の農林水産業の状況

等を踏まえ、県内農林水産物への影響について分析を行った。 

 

１ 総括 

  ・国が昨年１２月２４日に公表した、農林水産物の生産額への影響試算の結果（以下

｢国の試算｣という。）では、関税削減等の影響による価格低下のため、約１，３００

億円から２，１００億円の範囲で生産額が減少するものの、国内対策により、生産

や農家所得が確保され、国内生産量は維持されるものとされている。 

   ・一方、県内の農林水産業については、高齢化や担い手の減少が進行し、また、中山 

間地域がその多くを占めており、こうした状況等を踏まえた場合、今回の大筋合意 

の内容でＴＰＰ協定が発効されれば、牛肉・豚肉をはじめ、主要な品目について、 

長期的な価格の下落やこれに伴う農家経営への影響が懸念される。 

 

２ 主要品目ごとの内容 （１１品目） 

 

   （１）米 

    ＜現状(H25年度)＞  

     生産量 １６３,８００トン    生産額 ３１９億円 

 

    ＜ＴＰＰ交渉結果＞ 

     ・現行の国家貿易制度を維持するとともに、枠外税率（３４１円／kg）を維持 

     ・その上で、既存のＷＴＯ枠（７７万トン）の外に、米国・豪州に対して、 

ＳＢＳ方式の国別枠を設定 

 

米国：  5万 t（当初３年維持）  →    7万 t（13年目以降） 

    豪州：0.6万 t（当初３年維持） → 0.84万 t（13年目以降） 

 

    ＜分析結果＞ 

     ・国の試算では、国別枠の輸入量に相当する国産米を政府が備蓄米として買い

入れることから、国産主食用米のこれまでの生産量や農家所得に影響は見込 

みがたいとされている。 

・しかしながら、仮に、国産米価格が下落した場合、稲作農家の経営の悪化が 

懸念されることから、輸入量増加に伴う主食用米の需給及び価格に与える影 

響を遮断する対策を確実に実施することが求められる。 

  

    



 

 

（２）小麦 

    ＜現状(H25年度)＞  

     生産量 １，７２０トン    生産額 ０．８億円 

 

    ＜ＴＰＰ交渉結果＞ 

     ・現行の国家貿易制度を維持するとともに、枠外税率（５５円／kg）を維持 

     ・米国（１５万トン）、カナダ（５．３万トン）、豪州（５万トン）にＳＢＳ方

式の国別枠を新設 ※いずれも７年目以降 

     ・政府が輸入する際に徴収している差益を９年目までに４５％削減 

 

    ＜分析結果＞ 

     ・国の試算では、体質強化対策や経営所得安定対策の適切な実施により、引き

続き生産や農家所得が確保され、国内生産量が維持されると見込まれている。 

・しかしながら、県産麦の需要が低下した場合には大型米麦農家の経営の悪化 

が懸念されることから、関連対策を適切かつ確実に実施する必要がある。    

 

   （３）大麦（ビール用大麦を除く） 

    ＜現状(H25年度)＞  

     生産量 ３，８５２トン    生産額 １．６億円 

 

    ＜ＴＰＰ交渉結果＞ 

     ・現行の国家貿易制度を維持するとともに、枠外税率（３９円／kg）を維持 

     ・ＴＰＰ枠を新設（９年目以降 ６．５万トン） 

     ・政府が輸入する際に徴収している差益を９年目までに４５％削減 

 

    ＜分析結果＞ 

     ・国の試算では、体質強化対策や経営所得安定対策の適切な実施により、引き

続き生産や農家所得が確保され、国内生産量が維持されると見込まれている。 

・しかしながら、県産麦の需要が低下した場合には大型米麦農家の経営の悪化 

が懸念されることから、関連対策を適切かつ確実に実施する必要がある。    

      

   （４）牛肉 

    ＜現状(H25年度)＞  

     生産量 ２，６８７トン    生産額 ４２億円 

 

    ＜ＴＰＰ交渉結果＞ 

     ・関税撤廃を回避し、セーフガード付きで関税を削減 

 

  38.5%(現行)  → 27.5%(当初) → 20%(10年目) → 9%(16年目以降） 

   

 

 

 

 



 

 

    ＜分析結果＞ 

      ・国の試算では、体質強化対策や経営安定対策の適切な実施により、引き続き 

生産や農家所得が確保され、国内生産量が維持されると見込まれている。 

・しかしながら、安価な輸入牛肉が増加することによる枝肉相場の下落や、輸 

入牛肉と競合する乳牛の肥育農家の経営悪化が懸念されることから、関連対 

策を適切かつ着実に実施する必要がある。  

  

   （５）豚肉 

    ＜現状(H25年度)＞  

     生産量 ２，９６４トン    生産額 １９億円 

 

    ＜ＴＰＰ交渉結果＞ 

     ・差額関税制度を維持するとともに、分岐点価格（５２４円／kg）を維持 

・セーフガード付きで従量税は関税撤廃を回避 

 

  ＜従価税＞ 

    4.3%(現行)  → 2.2%(当初) → 0%(10年目以降) 

  ＜従量税＞ 

    482円/kg(現行)  → 125円/kg(当初) → 50円/kg(10年目以降) 

   

    ＜分析結果＞ 

      ・国の試算では、体質強化対策や経営安定対策の適切な実施により、引き続き 

生産や農家所得が確保され、国内生産量が維持されると見込まれている。 

・しかしながら、低価格帯の肉（ソーセージ等の原料）の輸入が増加すること 

により、国内の豚枝肉相場の下落や養豚農家の経営悪化が懸念されることか

ら、関連対策を適切かつ着実に実施する必要がある。   

 

   （６）牛乳乳製品（脱脂粉乳・バター） 

    ＜現状(H25年度)＞  

     生産量 ９８，０７８トン    生産額 １００億円 

 

    ＜ＴＰＰ交渉結果＞ 

     ・現行の国家貿易制度を維持するとともに、枠外税率（脱脂粉乳２１．３％＋  

３９６円／kg 等、バター２９．８％＋９８５円／kg等）を維持 

・ＴＰＰ枠を設定（６年目以降 計７万トン 生乳換算） 

 

    ＜分析結果＞ 

      ・国の試算では、体質強化対策や経営安定対策の適切な実施により、引き続き 

生産や農家所得が確保され、国内生産量が維持されると見込まれている。 

・しかしながら、北海道からの生乳移入の可能性もあり、酪農家の経営悪化や、

将来不安からの離農・経営廃止などが懸念されることから、関連対策を適切 

かつ着実に実施する必要がある。 

  

 



 

 

（７）鶏肉 

    ＜現状(H25年度)＞  

     生産量 ２０，１６１トン    生産額  ５６億円 

 

    ＜ＴＰＰ交渉結果＞ 

     ・基本的には、段階的に１１年目に関税撤廃 

 

    ＜分析結果＞ 

      ・国の試算では、体質強化対策の適切な実施により、引き続き生産や農家所得 

が確保され、国内生産量が維持されると見込まれている。 

・県内においても、影響は少ないものと見込まれるが、長期的には国産鶏肉の 

価格の下落も懸念されることから、関連対策を適切かつ着実に実施する必要 

がある。   

 

（８）鶏卵 

    ＜現状(H25年度)＞  

     生産量 １２５，６９４トン   生産額 ２２７億円 

 

    ＜ＴＰＰ交渉結果＞ 

     ・段階的に１３年目に関税撤廃（卵白は即時関税撤廃） 

 

    ＜分析結果＞ 

      ・国の試算では、体質強化対策の適切な実施により、引き続き生産や農家所得 

が確保され、国内生産量が維持されると見込まれている。 

・県内においても、影響は少ないものと見込まれるが、長期的には国産鶏卵の 

価格の下落も懸念されることから、関連対策を適切かつ着実に実施する必要 

がある。   

 

   （９）林産物（合板等） 

    ＜現状(H25年度)＞  

     生産量 ４２７千㎥       生産額  ３０７．１億円（集成材のみ） 

 

    ＜ＴＰＰ交渉結果＞ 

     ・合板及び製材について、長期の関税撤廃期間の設定とセーフガードを措置 

 

    ＜分析結果＞ 

     ・国の試算では、体質強化対策の適切な実施により、採算性が確保され、生産

や生産者所得が確保され、国内生産量が維持されると見込まれている。 

・県内には合板工場はなく、集成材の輸入先も大半がＴＰＰ参加国以外のため、     

県内への影響は限定的と見込まれるが、将来的な影響も見据え、引き続き、 

木材産業の競争力強化に向けた取組を進める必要がある。 

   

 

 



 

 

   （10）ぶどう 

    ＜現状(H25年度)＞  

     生産量 １５，３００トン    生産額  １１３億円 

 

    ＜ＴＰＰ交渉結果＞ 

     ・即時関税撤廃 

 

    ＜分析結果＞ 

     ・国の分析結果では、影響は限定的であるが、長期的には国産ぶどうの価格の

下落も懸念されると見込まれている。 

     ・県内においても、品質差等から競合の可能性は低く影響は限定的であると見 

込まれるが、長期的な価格下落に対応するためにも、さらなるブランド力向 

上の取組が必要である。 

 

   （11）もも 

    ＜現状(H25年度)＞  

     生産量 ６，３３０トン    生産額  ４８億円  

 

    ＜ＴＰＰ交渉結果＞ 

     ・即時関税撤廃 

 

    ＜分析結果＞ 

     ・国の分析結果では、近年輸入実績がなく、国内消費は全て国産でまかなわ 

れており、特段の影響は見込みがたいとされている。 

     ・県内においても、特段の影響は見込みがたいが、将来的な輸出拡大を見据 

え、さらなるブランド力向上の取組が必要である。 

  

   

 


